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令和３年度「児童虐待防止推進月間」の実施について（通知） 
 

 

 児童虐待防止対策に関しては、日頃から児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律

第 82 号）の趣旨を踏まえ、取り組みいただいておりますことに厚く御礼申し上げます。 

 児童虐待に関する児童相談所における相談対応件数は依然として増加傾向にあり、子供

の生命が奪われるなど重大な事件も後を絶ちません。このような状況を受け、厚生労働省

の主唱により、平成 16 年度から毎年 11 月を「児童虐待防止推進月間」と位置付け、児童

虐待防止のための集中的な広報・啓発活動を行っています。 

 今般、「令和３年度「児童虐待防止推進月間」の実施について（協力依頼）」（令和３年 10

月 27 日付け子発 1027 第１号厚生労働省子ども家庭局長通知）（別添１）のとおり、令和３

年度においても、「令和３年度「児童虐待防止推進月間」実施要綱」（別添２）に基づき、

令和３年 11 月を「児童虐待防止推進月間」と定め、児童虐待防止のための広報・啓発活動

等の各種の取組が全国的に実施されることになり、児童虐待防止のための広報・啓発等の各

種取組の積極的な実施について協力依頼がありました。つきましては、貴職におかれまして

も、「児童虐待防止推進月間」の趣旨を御理解の上、下記を踏まえ、年間を通じて、家庭・

学校・地域等の社会全体にわたり、児童虐待問題に対する深い関心と理解を持つことができ

るよう、積極的な御対応をお願いします。その際、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止のための配慮が求められることに御留意いただき、感染拡大対策を徹底した上で、必要な

御対応をお願いします。 

殿 



また、本通知に関しては、その内容について、厚生労働省と協議済みであることを申し添

えます。 

 

記 

 

 

 教育委員会、国立大学法人、公立大学法人及び都道府県私立学校主管部課（以下「教育委

員会等」という。）並びに学校におかれては、児童虐待の早期発見・早期対応、被害を受け

た児童の適切な保護等、学校における適切な対応が図られるよう、関係機関等と連携の上、

以下のような点に留意しつつ、関連の取組を実施すること。 
 また、家庭教育支援を所管する教育委員会におかれては、児童虐待の未然防止、早期発見・

早期対応の観点から、関係機関等と連携の上、以下に留意しつつ、家庭教育支援の取組を実

施すること。 
 

 

１．学校における児童虐待の早期発見に向けた点検及び通告 

 ・ 学校は、個々の教職員をはじめ、養護教諭、スクールカウンセラー等による日常の幼

児児童生徒の心身の状況把握や学校医による健康診断等を通じて、児童虐待の疑いの有

無について点検を行い、虐待を受けたと思われる幼児児童生徒を発見した場合には、虐

待の確証がないことや保護者との関係悪化等を懸念して通告をためらうことなく、速や

かに市町村や児童相談所等に通告すること。 
   併せて、24 時間子供ＳＯＳダイヤルや児童相談所虐待対応ダイヤルを含む電話相談

や、ＳＮＳによる相談等の相談体制について、１人１台端末を活用するなどによる周知

に努めること。 
 ・ 学校及びその設置者は、児童相談所等への通告の事実を、虐待を受けたと思われる幼

児児童生徒の保護者に伝えないようにすること。 
 

２．学校・教育委員会等と関係機関との連携強化のための情報共有 

 ・ 関係機関等との間で、上記１に係る通告時の連絡先、提供する情報の内容及び対応の

手順を確認し、共有すること。 
 ・ 関係機関等と継続的に連携して対応するため、管理職のリーダーシップの下、特定の

教職員で抱え込まず、関係教職員によるチームとして対応に当たること。 
 ・ 学校は、児童虐待に係る通告の対象となった幼児児童生徒の出欠状況や欠席理由等に

ついて、市町村又は児童相談所への定期的な情報提供（おおむね１か月に１回）を行う

こと。 
 ・ 定期的な情報提供の期日より前であっても、新たな児童虐待の兆候や状況の変化等を

把握した時や、休業日を除き引き続き７日以上欠席した場合（不登校等による欠席であ

って学校・保育所等が定期的な家庭訪問等により本人に面会ができ、状況の把握を行っ

ている場合や、入院による欠席であって学校・保育所等が医療機関等からの情報等によ

り状況の把握を行っている場合を除く。）には、定期的な情報提供の期日を待つことな

く、速やかに市町村又は児童相談所に情報提供すること。 



 ・ 幼児児童生徒の進学・転学の際の情報共有を推進するため、支援が必要な幼児児童生

徒に係る学校間及び関係機関との間の適切な連携を進めること。 
 ・ 国立及び私立の学校においては、児童相談所等との連携・協力について、必要に応じ

て確認し、必要な対応を促すこと。 
 

３. 学校・教育委員会等と関係機関との連携強化 

 ・ 学校・教育委員会等は、要保護児童対策地域協議会に積極的に参画すること。 
 ・ 児童相談所等が主催する会議等への学校・教育委員会等の関係者の参加、教育委員会

等が主催する会議への児童相談所等関係者の参加・協力を求めることや、スクールソー

シャルワーカー等の配置を推進することなどにより、連携を強化すること。 
 ・ 保護者から学校等に対して威圧的な要求や暴力の行使等が予想される場合には、速や

かに市町村・児童相談所・警察等の関係機関や弁護士等の専門家と情報共有し、関係機

関が連携して対応すること。 
 ・ 教育委員会においては、「乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の状況確認の

実施について（依頼）」（令和３年８月 27 日付け子家発 0827 第１号厚生労働省子ども

家庭局家庭福祉課長通知）（別添３）に基づく調査について、他の自治体から照会があ

った場合には、円滑な情報提供に留意するとともに、関係自治体と連携して確認対象児

童の安全確認に努める等、本件に係る児童福祉・母子保健主管部（局）等からの協力依

頼に積極的に対応すること。 
 

４．児童虐待防止に係る研修の実施 

 ・ 学校・教育委員会等においては、「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き」（令

和２年６月改訂版文部科学省）（参考１）等の教職員用研修資料の活用や、児童相談所

の職員を講師として招へいするなどして、学校の教職員等に対し、児童虐待防止に係る

研修を実施すること。 
 ・ 特に、学校長等の管理職に対しては、「学校現場における虐待防止に関する研修教材」

（令和２年１月文部科学省）（参考２）を活用するなどして、児童虐待対応に関する具

体的な事例を想定するなど、実践的な研修の充実を図ること。 
 ・ また、地域における家庭教育支援や地域学校協働活動等の関係者に対しては、「児童

虐待への対応のポイント」（令和３年３月改訂版文部科学省）（参考３）を活用するな

どして、研修の充実を図ること。 
 
５．地域における家庭教育支援に関する取組の推進 
 ・ 教育委員会等においては、児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応に資するため、

家庭教育支援に関する取組を推進すること。 
 ・ また、地域の多様な人材を活用した家庭教育支援チーム等により、保護者への相談対

応や、保護者と地域とのつながりづくりの推進等を図ること。 
 

６．児童虐待防止に関する啓発活動の推進 

 ・ 学校・教育委員会等においては、児童虐待の防止に向け、体罰や暴言によらない育児

が推進されるよう、大人・保護者向けの「体罰等によらない子育てのために」（参考４）



等の啓発資料の周知・活用等に取り組むこと。 
また、今年度は新たに子供向けの啓発資料が作成されているため、１人１台端末を活

用するなどにより、「たたかれていい子どもなんて、いないんだよ。」（参考５）等の啓発

資料の周知・活用等に取り組むこと。 
 

（添付・参考資料） 

 ○別添１ 令和３年度「児童虐待防止推進月間」の実施について（協力依頼）（令和３年

10 月 27 日付け子発 1027 第１号厚生労働省子ども家庭局長通知） 

 ○別添２ 令和３年度「児童虐待防止推進月間」実施要綱 

 ○別添３ 「乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の状況確認の実施について（依

頼）」（令和３年８月 27 日付け子家発 0827 第１号厚生労働省子ども家庭局家

庭福祉課長通知） 

 ○参考１ 「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き」（令和２年６月改訂版文部科学

省） 
      http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1416474.htm 

   
  

○参考２ 「学校現場における虐待防止に関する研修教材」（令和２年１月文部科学省） 
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/__icsFiles/afieldfil 

e/2020/01/28/20200128_mxt_kouhou02_01.pdf 

 

 

 

 

○参考３ 「児童虐待への対応のポイント」（令和３年３月改訂版文部科学省） 
https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/katei/1420751.htm 

  
 

○参考４「（大人・保護者向け）体罰等によらない子育てのために ～みんなで育児を

支える社会に～」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/taibatu.html 

 
     

 
 
 
 



○参考５ 「（子ども向け）たたかれていい子どもなんて、いないんだよ。」 

https://www.mhlw.go.jp/no-taibatsu/ 
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